
           滋 賀 県 専 修 学 校 等 運 営 費 補 助 金 交 付 要 綱                        

 

 （趣旨） 

第１条 知事は、専修学校等における初等教育および中等教育の振興を図るため、専修学校等

を設置する法人に対し、滋賀県専修学校等運営費補助金（以下「補助金」という。）を交付

するものとし、その交付に関しては、滋賀県補助金等交付規則（昭和48年滋賀県規則第９号。

以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「専修学校等」とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）第124条 

に規定する専修学校および同法第134条第１項に規定する各種学校をいう。 

２ この要綱において「法人」とは、私立学校法（昭和24年法律第 270号）第３条に規定する

学校法人および同法第64条第４項に規定する法人をいう。 

 （補助対象者等） 

第３条 補助金は、法人のうち、学校教育法第55条第１項の規定により教育委員会の指定を受

けた技能教育施設（この条において「技能教育施設」という。）を設置するものならびに同

法第30条および第46条に規定する目標の達成のための教育（この条において「義務教育に準

ずる教育」という。）を行う専修学校等を設置するもので、次の各号に掲げる要件を備えて

いるものに対して交付する。 

 (1)  学校運営の健全化と教育の充実向上に努め、かつ、補助金の交付により、保護者の負担

軽減が期待できること。 

 (2)  法令の規定に違反せず、経理その他の事務処理が適正であること。 

２ 補助対象経費は、技能教育施設における教育または義務教育に準ずる教育に要する経費の

うち、学校法人会計基準（昭和46年文部省令第18号）別表第１支出の部に規定する人件費（役

員報酬、退職金を除く。）、教育研究経費および管理経費とする。 

３ 補助金の額は、前項に規定する経費の２分の１以内で、毎年度知事が定める。 

 （補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする法人は、規則第３条の規定による補助金交付申請書（別

記様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。 

  (1) 事業計画書（別記様式第２号） 

  (2) 補助対象経費に係る収支予算書（別記様式第３号） 

 (3) その他知事が必要と認める書類 

２ 法人は、前項の申請書を提出するに当たっては、補助金に係る消費税等仕入れ控除税額（補

助対象経費に含まれる消費税および地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和63 年法

律第108 号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地

方税法（昭和25 年法律第226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補

助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを減額して申請しなけれ

ばならない。ただし、申請時において補助金に係る消費税等仕入れ控除税額が明らかでない

場合は、この限りでない。 



 （事業の変更） 

第４条の２ 補助金の交付の決定を受けた後、補助事業の内容の変更により、補助金の交付額

に変更を生じる場合は、速やかに補助金交付額の変更申請書（別記様式第８号）に次の各号

に規定する書類を添えて知事に提出しなければならない。 

  (1) 補助事業変更計画書（別記様式第９号） 

  (2) 補助対象経費に係る収支予算書（別記様式第10号、補正を行った場合）または、予算

に関する確約書（別記様式第11号、予算書において、当該補助金の収入額が補助金内

示額を下回る場合に限る。） 

  (3) その他知事が必要と認める書類 

 （補助金の交付） 

第５条 法人は、概算払により補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付請求書（別

記様式第７号）を知事に提出しなければならない。 

 （実績報告） 

第６条 法人は、規則第12条に規定する実績報告書（別記様式第４号）を、事業の完了した日

の属する年度の翌年度の４月10日までに、次の各号に掲げる書類を添えて知事に提出しなけ

ればならない。 

 (1) 事業完了調書（別記様式第５号） 

 (2) 補助対象経費に係る収支決算書（別記様式第６号） 

 (3) その他知事が必要と認める書類  

２ 第４条第２項ただし書きの規定により交付の申請をした法人は、前項の実績報告書を提出

するに当たって、補助金に係る消費税等仕入れ控除税額が明らかである場合には、これを補

助金額から減額して報告しなければならない。 

（消費税等仕入れ控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第７条 法人は、補助事業完了後に消費税等の申告により補助金に係る消費税等仕入れ控除税

額が確定した場合（消費税等仕入れ控除税額が０円の場合を含む）には、速やかに消費税等

仕入れ控除税額報告書（別記様式第12号）を知事に提出しなければならない。なお、補助金

に係る消費税等仕入れ控除税額があることが確定した場合には、当該消費税等仕入れ控除税

額を県に返還しなければならない。 

（標準事務処理期間） 

第８条 標準事務処理期間は次のとおりとする。 

(1) 規則第４条の規定による補助金等の交付の決定は、規則第３条の規定による申請があっ

た日から起算して30日以内に行うものとする。 

(2) 知事は、補助金の変更交付申請があったときは、申請書を受理した日から30日以内に変

更交付決定を行うものとする。 

(3) 規則第13条の規定による額の確定は、第６条の規定による実績報告があった日から起算

して30日以内に行うものとする。 

 （報告、調査等） 

第９条 知事は、補助金交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、規則第10条の



規定により、補助金の交付を受けた法人からその業務もしくは会計の状況に関し報告を求め、

または当該法人の関係者に対し質問し、もしくはその帳簿、書類その他の物件を調査するこ

とができる。 

２ 前項の規定により報告を受け、または調査した結果、当該法人の予算が補助金の交付の目

的に照らして不適当であると認める場合においては、その予算について必要な変更をすべき

旨勧告することができる。 

 （帳簿等の整理保存） 

第10条 補助金の交付を受けた法人は、学校法人会計基準に準拠した会計処理を行い、この補

助事業の実施状況および経費の収支を明らかにした帳簿、証拠書類その他の関係書類を備え、

補助事業の完了した日の属する年度の翌年度から５年間保存しておかなければならない。 

（電子情報処理組織による申請等） 

第11条 法人は、第４条の規定に基づく交付の申請、第４条の２の規定に基づく計画変更の申

請、第５条の規定に基づく補助金の交付請求、第６条の規定に基づく実績報告および第７条

の規定に基づく消費税等仕入れ控除税額の確定に伴う補助金の返還については、滋賀県イン

ターネット利用による行政手続等に関する条例（平成16年滋賀県条例第30号）第３条第１項

に規定する電子情報処理組織を使用して行うことができる。 

 （その他） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定めるものとする。 

 

 

   付 則 

 この要綱は、昭和54年10月９日から施行し、昭和54年度の補助金から適用する。 

   付 則 

 この要綱は、昭和59年12月12日から施行し、昭和59年度の補助金から適用する。 

      付則 

 この要綱は、平成13年１月31日から施行し、平成12年度の補助金から適用する。 

付則 

 この要綱は、平成24年５月21日から施行し、平成24年度の補助金から適用する。 

付則 

 この要綱は、平成28年６月13日から施行し、平成28年度の補助金から適用する。 

付則 

 この要綱は、令和３年８月４日から施行し、令和３年度の補助金から適用する。 

付則 

 この要綱は、令和４年７月４日から施行し、令和４年度の補助金から適用する。 


